
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：百万円）

団体名 潟上市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

3,148 5,549 697 9,394

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 14,684 14,141 542 460 35 12,194

有線放送事業特別会計 37 37 1 1 20 35

土地取得事業特別会計 31 31 0 0 31 0

一般会計等 14,701 14,158 543 460 12,229

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業会計 535 487 49 341 98 3,299 406 法適用企業

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）

下水道事業特別会計 2,197 2,145 53 53 685 10,231 8,369

農業集落排水事業特別会計 212 208 4 4 124 1,721 1,570

合併処理浄化槽事業特別会計 7 5 2 2 0 39 19

国民健康保険事業特別会計 3,868 3,616 252 252 238 0 0

後期高齢者医療特別会計 241 237 4 4 92 0 0

老人保健特別会計 8 6 3 3 0 0 0

介護保険事業特別会計
(保険事業勘定) 2,641 2,543 99 99 440 0 0

介護保険事業特別会計
(サービス事業勘定) 9 9 0 0 0 0 0

公営企業会計等 計 756 15,290 10,363

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

秋田県市町村総合事務組合
（一般会計） 15,532 15,294 237 237 1,047 0 0

秋田県市町村総合事務組合
（交通災害共済特別会計） 167 145 22 22 0 0 0

秋田県市町村会館管理組合 126 106 20 20 0 0 0

秋田県後期高齢者医療広域連合
（一般会計） 451 432 19 19 0 0 0

秋田県後期高齢者医療広域連合
（後期高齢者医療特別会計） 132,767 128,389 4,378 4,378 1,293 0 0

男鹿地区消防一部事務組合
（一般会計） 1,417 1,407 10 10 0 206 96

男鹿地区消防一部事務組合
（大型化学消防車等特別会計） 11 11 0 0 0 18 0

男鹿地区衛生処理一部事務組合 287 279 8 8 0 0 0

井川町潟上市共有財産管理組合 4 2 2 2 0 0 0

湖東地区行政一部事務組合 533 522 11 11 0 37 18

一部事務組合等 計 4,707 260 114

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

昭和総合開発（株） 2 49 35 0 0 0 0 0

天王グリーンランド（株） 2 83 53 0 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等 計 88 0 0 0 0 0

（注） 損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。
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５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度
決算 A

平成21年度
決算 B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 569 884 315

減 債 基 金 10 0 △ 10

その他充当可能基金 832 1,071 239

充当可能基金 計 1,411 1,955 544

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度
決算 A

平成21年度
決算 B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算 A

平成21年度
決算 B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 7.20 4.89 △ 2.31 13.44 △ 20.0 - - -

連結実質赤字比率 13.81 12.94 △ 0.87 18.44 △ 40.0 - - -

実 質 公 債 費 比 率 17.2 16.1 △ 1.1 25.0 35.0 - - -

将 来 負 担 比 率 121.6 100.0 △ 21.6 350.0 - - -

財 政 力 指 数 0.36 0.36 0.00

経 常 収 支 比 率 94.4 92.5 △ 1.9

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。

７．財政用語の解説

☆実質赤字比率

「実質赤字比率」は、福祉や教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営

の深刻度を示している。平成２１年度の潟上市は実質的な赤字はなく、黒字の４．８９％となっている。

☆連結実質赤字比率

潟上市には一般会計のほかに国民健康保険事業特別会計等９つの特別会計（財産区を除く）がある。「連結実質赤字

比率」は、その全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体として

の運営の深刻度を示している。平成２０年度の潟上市は実質的な赤字はなく、黒字の１２．９４％となっている。

☆実質公債費比率

「実質公債費比率」は、借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示している。

この比率は、過去３年間の平均値が用いられ、１８％を超えると公債費負担適正化計画の策定が必要で、２５％を超え

ると、単独事業の起債が認められなくなる。

☆将来負担比率

「将来負担比率」は、地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点

での残高の程度を指標化し、将来負担を圧迫する可能性が高いかどうか示している。

☆財政力指数

自治体の財政力を示す数値で、指数が「１」に近く、あるいは「１」を超えるほど財源に余裕があるものとされてい

る。なお、財政力指数が「１」を超える団体は普通交付税の不交付団体となる。

☆経常収支比率

財政構造の弾力性を測定する比率として使われている。これは、経常的経費（人件費・扶助費・公債費等）に経常一

般財源収入（地方税・地方交付税・地方譲与税等）がどの程度充当されているかを見るもので、この比率が低ければ臨

時的経費に充当できる一般財源に余裕があることになる。一般的には、都市にあっては７５％、町村にあっては７０％

程度が妥当とされ、それぞれ８０％、７５％を超えると注意を要するとされている。

☆公営企業資金不足比率

この比率は、公営企業の資金不足を公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状況の深刻

度を示している。

資金不足比率
（公営企業会計名）

合併処理浄化槽事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

下水道事業特別会計

水道事業会計


